
5 カルチャーセンター

（１） 概 況

～事業所数は横ばい、講座数・受講者数はいずれも減少～

福岡県の平成17年におけるカルチャーセンターの事業所数は32事業所で前回調査（平成14年）

に対し▲3.0％減少、就業者数は2258人で同じく▲30.1％減少、年間売上高は21億57百万円で同

じく▲9.3％減少しました。

１事業所当たりの年間売上高は67百万円で前回調査に対し▲6.9％減少し、就業者１人当たりの

年間売上高は96万円で前回調査に対し29.7％増加しました。

延べ講座数は4871講座で、前回調査に対し▲14.0％減少し、延べ受講者数は38万7878人で、

同じく▲11.6％減少しました。

図図図図1111　　　　事業所数事業所数事業所数事業所数、、、、就業者数就業者数就業者数就業者数、、、、年間売上高等年間売上高等年間売上高等年間売上高等のののの推移推移推移推移
　　　　 ((((指数指数指数指数：：：：平成平成平成平成14141414年年年年＝＝＝＝100100100100））））
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平成１４年 平成１７年 前回比(％)

事業所数 33 32 ▲ 3.0
就業者数 （人） 3,230 2,258 ▲ 30.1
年間売上高 （百万円） 2,379 2,157 ▲ 9.3

１事業所当たり （百万円） 72 67 ▲ 6.9
就業者１人当たり （万円） 74 96 29.7

（講座） 5,662 4,871 ▲ 14.0
延べ受講者数 （人） 438,897 387,878 ▲ 11.6

延べ講座数

表表表表1111　　　　事業所数事業所数事業所数事業所数、、、、就業者数就業者数就業者数就業者数、、、、年間売上高等年間売上高等年間売上高等年間売上高等のののの前回比較前回比較前回比較前回比較

区　　分
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図2  企業系列別事業所数の構成比
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図3　企業系列別事業所数の増減（対前回）
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平成17年の事業所数は32事業所で、前回に対し1事業所減少（前回比▲3.0％減）とほぼ横ばい

でした。

【企業系列別】

事業所数を企業系列別にみると、｢新聞社」が12事業所(構成比37.5％)、「その他」が１４事業所

（同43.8％）となりました。

32事業所事業所事業所事業所、、、、前回比前回比前回比前回比▲▲▲▲3.0％％％％のののの減少減少減少減少32事業所事業所事業所事業所、、、、前回比前回比前回比前回比▲▲▲▲3.0％％％％のののの減少減少減少減少

（2） 事業所数

構成比（％） 構成比（％） 増減数 前回比（％）

33 100.0 32 100.0 ▲ 1 ▲ 3.0
2 6.1 1 3.1 ▲ 1 ▲ 50.0
13 39.4 12 37.5 ▲ 1 ▲ 7.7
3 9.1 3 9.4 0 0.0
5 15.2 2 6.3 ▲ 3 ▲ 60.0
10 30.3 14 43.8 4 40.0その他

平成１７年

専業者

計

表表表表2222　　　　企業系列別事業所数企業系列別事業所数企業系列別事業所数企業系列別事業所数

区　　　分 平成１４年

新聞社

放送局

百貨店・量販店
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図4　男女別就業者数の構成比
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図5　男女別就業者数の増減（対前回）
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平成17年の就業者数は2258人で、前回に対し972人減少（前回比▲30.1％減）となりました。

【男女別】

就業者数を男女別にみると、｢男｣が655人(構成比29.0％)で前回比▲30.8％の減少、｢女｣は

1603人(同71.0％)で前回比▲29.8％の減少となりました。

2258人人人人、、、、前前前前回比回比回比回比▲▲▲▲30.1％％％％のののの減少減少減少減少2258人人人人、、、、前前前前回比回比回比回比▲▲▲▲30.1％％％％のののの減少減少減少減少

（3） 就業者数

【雇用形態別】

就業者数を雇用形態別にみると、講座開設時のみ勤務する非常勤講師が含まれる「臨時雇用者」

が2029人（構成比89.9％）と全体の9割弱を占めています。

図7　雇用形態別就業者数の増減（対前回）
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図6　雇用形態別就業者数の構成比
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図8　部門別就業者数の構成比
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図9　部門別就業者数の増減（対前回）
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【部門別】

就業者数を部門別にみると、｢非常勤講師｣が1736人(構成比76.9％)と全体の8割弱を占めていま

す。

また、前回に比べると、「非常勤講師」（635人減、前回比▲26.8％減）や「専任講師」（355人減、同

▲52.4％減）が大幅に減少しました。

構成比 構成比 増減数 前回比
（人） （％） （人） （％） （人） （％）

3,230 100.0 2,258 100.0 ▲ 972 ▲ 30.1
男 947 29.3 655 29.0 ▲ 292 ▲ 30.8

6 0.2 6 0.3 0 0.0
女 2,283 70.7 1,603 71.0 ▲ 680 ▲ 29.8

5 0.2 8 0.4 3 60.0
  個人事業主、無給家族従業者又は有給役員 5 0.2 26 1.2 21 420.0
 常用雇用者 196 6.1 189 8.4 ▲ 7 ▲ 3.6

 正社員、正職員 75 2.3 94 4.2 19 25.3
 パート・アルバイト等 121 3.7 95 4.2 ▲ 26 ▲ 21.5

 臨時雇用者 3,018 93.4 2,029 89.9 ▲ 989 ▲ 32.8
 出向・派遣者（受入） 11 0.3 14 0.6 3 27.3

144 4.5 133 5.9 ▲ 11 ▲ 7.6
678 21.0 323 14.3 ▲ 355 ▲ 52.4

2,371 73.4 1,736 76.9 ▲ 635 ▲ 26.8
26 0.8 52 2.3 26 100.0
11 0.3 14 0.6 3 27.3

表表表表3333　　　　男女別男女別男女別男女別、、、、雇用形態別雇用形態別雇用形態別雇用形態別、、、、部門別就業者数部門別就業者数部門別就業者数部門別就業者数

区　　　分
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図10　収入区分別年間売上高の構成比

受講料収入
88.2%

入会金収入
1.8% その他の

収入
10.0%

平成17年の年間売上高は21億57百万円で、前回に対し2億22百万円減少（前回比▲9.3％減）と

なりました。

【収入区分別】

年間売上高を収入区分別にみると、「受講料収入｣が19億2百万円（構成比88.2％）と全体の９割

弱を占めています。

また、前回に比べると、「受講料収入」（1億48百万円減、前回比▲7.2％減）など全ての収入区分

において減少しました。

21億億億億57百万円百万円百万円百万円、、、、前前前前回回回回比比比比▲▲▲▲9.3％％％％のののの減少減少減少減少21億億億億57百万円百万円百万円百万円、、、、前前前前回回回回比比比比▲▲▲▲9.3％％％％のののの減少減少減少減少

（4） 年間売上高

年間売上高
21億57百万円

図11　収入区分別年間売上高の増減（対前回）
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2,379 100.0 2,157 100.0 ▲ 222 ▲ 9.3
62 2.6 39 1.8 ▲ 23 ▲ 37.4

2,050 86.2 1,902 88.2 ▲ 148 ▲ 7.2
267 11.2 215 10.0 ▲ 52 ▲ 19.3
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計

表表表表4444　　　　収入区分別年間売上高収入区分別年間売上高収入区分別年間売上高収入区分別年間売上高

区　　　分 平成１４年

その他の収入
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図13　年代別個人会員数の増減(対前回）
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平成17年の個人会員数は7万6837人と、前回に対し9658人減少（前回比▲11.2％減）となりました。

7万万万万6837人人人人、、、、前前前前回回回回比比比比▲▲▲▲11.2％％％％のののの減少減少減少減少7万万万万6837人人人人、、、、前前前前回回回回比比比比▲▲▲▲11.2％％％％のののの減少減少減少減少

（5） 個人会員数

【年代別】

「個人会員」を年代別にみると「60歳以上」が2万6399人（構成比34.4％）で最も多く、次い

で「50代」が1万6905人（同22.0％）と、50代以上の年代で全体の６割弱を占めています。

また、前回に比べると、「20代」（2684人減、前回比▲28.5％減）が大幅に減少したほか、全

ての年代において減少しました。

図12　年代別個人会員数の構成比
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構成比 構成比 増減数 前回比
（人） （％） （人） （％） （人） （％）

86,495 100.0 76,837 100.0 ▲ 9,658 ▲ 11.2
4,441 5.1 3,858 5.0 ▲ 583 ▲ 13.1
9,431 10.9 6,747 8.8 ▲ 2,684 ▲ 28.5
11,699 13.5 10,172 13.2 ▲ 1,527 ▲ 13.1
13,111 15.2 12,756 16.6 ▲ 355 ▲ 2.7
19,183 22.2 16,905 22.0 ▲ 2,278 ▲ 11.9
28,630 33.1 26,399 34.4 ▲ 2,231 ▲ 7.8

５０代

６０歳以上

計
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２０代

３０代

４０代

表表表表5555　　　　年代別個人会員数年代別個人会員数年代別個人会員数年代別個人会員数

区　　　分 平成１４年 平成１７年
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（6） 都道府県別の状況

図図図図14141414　　　　事業所数事業所数事業所数事業所数のののの構成比構成比構成比構成比
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図図図図16161616　　　　年間売上高年間売上高年間売上高年間売上高のののの構成比構成比構成比構成比
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図図図図17171717　　　　年間延年間延年間延年間延べべべべ受講者数受講者数受講者数受講者数のののの構成比構成比構成比構成比
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図図図図15151515　　　　就業者数就業者数就業者数就業者数のののの構成比構成比構成比構成比
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年間売上高を都道府県別にみると、福岡県は21億57百万円(1事業所当たりの年間売上高は67百

万円)と全国の3.8％を占めています。

順位

全 国 計 698 (100.0%) 全 国 計 55,271 (100.0%) 全 国 計 57,281 (100.0%) 全 国 計 7,097,867 (100.0%)

1111 兵 庫 72 (10.3%) 東 京 6,595 (11.9%) 東 京 12,146 (21.2%) 東 京 872,772 (12.3%)

2222 東 京 66 (9.5%) 大 阪 5,270 (9.5%) 神 奈 川 5,058 (8.8%) 大 阪 568,565 (8.0%)

3333 神 奈 川 52 (7.4%) 愛 知 4,619 (8.4%) 愛 知 4,744 (8.3%) 沖 縄 447,054 (6.3%)

4444 大 阪 41 (5.9%) 兵 庫 4,223 (7.6%) 大 阪 4,658 (8.1%) 神 奈 川 396,190 (5.6%)

5555 愛 知 38 (5.4%) 北 海 道 2,928 (5.3%) 兵 庫 4,243 (7.4%) 福 岡 387,878 (5.5%)

6666 福 岡 32 (4.6%) 神 奈 川 2,871 (5.2%) 北 海 道 2,371 (4.1%) 兵 庫 347,368 (4.9%)

7777 北 海 道 31 (4.4%) 広 島 2,278 (4.1%) 福 岡 2,157 (3.8%) 石 川 345,034 (4.9%)

8888 広 島 27 (3.9%) 福 岡 2,258 (4.1%) 京 都 1,904 (3.3%) 北 海 道 299,031 (4.2%)

9999 千 葉 25 (3.6%) 京 都 2,070 (3.7%) 千 葉 1,829 (3.2%) 奈 良 264,286 (3.7%)

10101010 京 都 25 (3.6%) 静 岡 1,970 (3.6%) 広 島 1,437 (2.5%) 愛 知 257,848 (3.6%)

表表表表6666　　　　都道府県別都道府県別都道府県別都道府県別のののの状況状況状況状況（（（（上位上位上位上位１０１０１０１０都道府県都道府県都道府県都道府県））））

※（　）内の数値は、構成比を示しています。

事業所数 就業者数（人） 年間売上高(百万円） 年間延べ受講者数(人）
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